
「⻘森県中⼩企業者等事業継続⽀援⾦」給付事業
 よくあるお問合せ

令和3年7月19日
⻘  森  県



No 大項目 小項目 問合せ内容 回答

1 1 制度内容 1 概要
中小企業者等事業継続支援金給付事業と
はどのような事業ですか？

本事業は、新型コロナウイルス感染症の収束が未だ見通せない中にあっ
ても、今後、県内事業者が意欲的に事業継続に取り組んでいただけるよ
う、県独自の支援金制度を創設したものです。
具体的には、一定の売上減少要件等を満たし、事業継続に取り組む県内
事業者に対し、法人については60万円、個人事業主については30万円の
支援金を支給します。

2 1 制度内容 2 対象者 どのような事業者が対象になりますか？

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和3年1月から6月の間で、
連続する2か月の合計事業収入が前年又は前々年同期比で30パーセント
以上減少している事業者で、現に事業活動を行っていることに加えて、
事業継続に向けた意思が確認できる等の要件を満たす事業者が対象とな
ります。

3 1 制度内容 2 対象者
いつまでに開業していれば対象になりま
すか？

令和3年3月31日以前に開業している方が対象となります。

4 1 制度内容 2 対象者 本社が県外ですが対象になりますか？ 本社が県外にあっても、県内に事業所がある場合は対象となります。

5 1 制度内容 2 対象者

大企業である親会社から一定の割合で出
資を受けているなど大企業の支配下にあ
る会社いわゆる「みなし大企業」であっ
ても、中小企業の要件に該当すれば支援
金の対象になりますか？

「みなし大企業」であっても、中小企業の要件に該当すれば支援金の対
象となります。

6 1 制度内容 2 対象者
フランチャイズ経営を行っているオー
ナーは対象になりますか？

フランチャイズ経営を行っている場合でも、その店舗の経営者が中小企
業または個人事業主であれば、支援金の対象となります。
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7 1 制度内容 2 対象者
同一法人が、複数回申請することは可能
ですか？

複数回の申請はできません。

8 1 制度内容 2 対象者

国の「一時支援金」、「月次支援金」や
時短等の要請に伴う協力金、市町村独自
の給付金を受けていても、対象になりま
すか？

対象となります。

9 1 制度内容 2 対象者
今回の支援金の支給対象外となる法人は
ありますか？

大企業、法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１に規定する公共
法人、宗教上の組織若しくは団体、政党その他の政治団体、暴力団及び
法人格を持たない任意団体は支援金の支給対象となりません。

10 1 制度内容 2 対象者 当社は「中小企業者」に該当しますか？
中小企業基本法では、業種別に資本金と従業員数により、「中小企業
者」を規定しています。詳しくは、「青森県中小企業者等事業継続支援
金」給付事業実施要領をご確認ください。

11 1 制度内容 2 対象者
任意団体として確定申告していますが、
支援金の支給対象になりますか？

法人格を持たない任意団体は支給対象となりません。

12 1 制度内容 2 対象者
一般社団法人や一般財団法人、NPO法人
は対象になりますか？

事業収入減少等の支給要件を満たした場合は対象となります。

13 1 制度内容 2 対象者
開業後１年未満ですが、対象になります
か？

令和３年３月31日以前に開業していて、今後も事業継続する意思がある
事業者で、事業収入減少等の支給要件を満たした場合は対象となりま
す。
ただし、事業収入額の算定にあたっては特例を設定しています。
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14 1 制度内容 2 対象者
個人事業主ですが、事業収入とは何です
か？

「事業収入」は、商品・製品の販売やサービスの提供などの営業活動に
によって得た収入（原価を含む）となります。所得税の確定申告におい
ては、確定申告書第一表における「収入金額等」の欄の「事業収入」を
指しています。

15 1 制度内容 2 対象者

公的な施設（ホテル、劇場、美術館・博
物館等、運動施設、道の駅）の運営を中
小企業者が受託して営業している場合、
支援金の支給対象になりますか？

中小企業等の要件を満たしていれば、支援金の対象となります。

16 1 制度内容 2 対象者
NPO法人等で法人税確定申告をしていな
い場合は、対象となりますか？

確定申告を行っていない場合、「事業収入を得ていることが確認できる
書類」を提出していただくことで対象とすることができます。
《主な法人》
・学校法人 ・・・ 事業活動収支計算書
・社会福祉法人 　・・・ 事業活動計算書
・公益財団法人・公益社団法人 ・・・　正味財産増減計算書
・NPO法人　・・・　　活動計算書

17 1 制度内容 2 対象者
事業収入が30%以上減少したかどうかの
計算は、どのようにすればいいですか？

前年又は前々年の確定申告の内容と今年の売上げ台帳等を確認して計算
します。詳しくは、「青森県中小企業者等事業継続支援金」実施要領P2
～等をご覧ください。

18 1 制度内容 2 対象者

青森県外にも事業所がある場合、事業収
入が減少したかどうかの判断は、どうす
ればいいですか？

本店又は主たる事業所が青森県内の場合は、法人全体の売上高で比較し
てください。本店又は主たる事業所が青森県外の場合は、青森県内の事
業拠点分のみの売上高で比較してください。
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No 大項目 小項目 問合せ内容 回答

19 1 制度内容 2 対象者

東京都に本社があり、東京都と青森県に
それぞれ工場を持っています。売上高は
30%以上減少していますが、青森県の分
だけの売上高が算出できません。どうす
ればいいですか？

本店又は主たる事業所が県外にある場合は、青森県内の拠点分の売上高
で比較することになります。ご質問のように、売上台帳等だけでは県内
拠点分を算出できない場合は、売上高をそれぞれの工場における製造量
等で按分することにより算出してください。この場合、売上台帳等と併
せて、製造量等を確認できる書類と按分式を記載した書面も提出してく
ださい。

20 1 制度内容 2 対象者

青森県内で事業を営んでいますが、本社
は東京都です。この場合も支給の対象に
なりますか？

本店又は主たる事業所が県外であっても、青森県内に事業所を設置して
いれば、対象となります。この場合、中小企業等に該当するかどうかの
判断（資本金、従業員数等）は法人単位で行っていただき、売上高が
30%減少したかどうかの判断は、青森県内の事業拠点分のみの売上高で
比較して判断してください。

21 1 制度内容 2 対象者
副業として事業を行っている場合は対象
になりますか？

確定申告において当該収入を事業収入として申告している場合は対象と
なります。

22 1 制度内容 2 対象者
近々廃業を予定していますが対象になり
ますか？

今後も事業を継続する意思がある事業者が対象となりますので、廃業を
予定している場合は対象になりません。

23 1 制度内容 3 支給額 支援金の支給額はいくらですか？ 1事業者あたり法人60万円、個人事業主30万円です。

24 1 制度内容 3 支給額
複数の事業所がある場合でも支給額は60
万円（30万円）ですか?

複数の事業所がある場合でも支給額は1事業者あたり60万円（30万円）
です。

25 1 制度内容 4 支給要件
店舗などの営業施設を有していることが
申請の要件になりますか？

営業施設の有無は要件となりません。

26 1 制度内容 4 支給要件

事業収入が減少していることとなってい
ますが、いつからいつまでの事業収入が
対象ですか？

新型コロナウイルス感染症の影響により、2021年1月から6月の間で、連
続する2か月（農林・漁業を営む法人・個人事業主は３か月）の合計事
業収入が前年又は前々年のいずれかの同期比で30％以上減少しているこ
とが支給要件となります。
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27 1 制度内容 4 支給要件 事業収入とは何ですか？

確定申告書類において事業収入として計上するものです。収入の総額か
ら経費等を差し引いた利益ではありません。
※雇用契約によらない業務委託契約等に基づく収入を雑所得・給与所得
で確定申告した個人事業者の方については対象となる場合があります。

28 1 制度内容 4 支給要件
支援金の申請をしても支給されないこと
はありますか？

書類審査の結果、支給対象外となっている法人及び支給要件を満たさな
い場合（営業収入に伴う税の申告をしていない、合計事業収入が３０％
以上減少していることが確認出来ない等）は支給されません。

29 1 制度内容 4 支給要件 対象連続月とは何のことですか？
2021年1月から6月の間で連続する2か月のことで申請者が任意で選択で
きます。（農林･漁業を営む法人や個人事業主は３か月）

30 1 制度内容 4 支給要件
農林･漁業者の場合、対象連続月をどの
ように考えればいいですか？

農林・漁業者の場合、それ以外の業種と異なり、連続した3か月として
ください。30%以上の減少については、この連続した3か月と前年又は
前々年の同期間とを比較することとなります。

31 1 制度内容 4 支給要件 比較連続月とは何のことですか？
基準年（2019年又は2020年のいずれか）における対象連続月と同期の連
続する２か月のことです。（農林･漁業を営む法人や個人事業主は３か
月）

32 1 制度内容 4 支給要件 基準年の事業収入要件とは何ですか？

減収要件を算定する際に比較する基準年（2019年又は2020年）の年間の
事業収入が、法人60万円以上、個人事業主30万円以上であることが要件
です。
※なお、2020年に国の持続化給付金等、新型コロナウイルス感染症の影
響を受けた事業者に対する給付を受けた方は、これを除いた金額が法人
60万円以上、個人事業主30万円以上である必要があります。

33 1 制度内容 4 支給要件

国の一時支援金や県の時短協力金等は、
減収の算定において事業収入に含まれま
すか？

通常の事業活動により発生する収入ではないものと認められることか
ら、支給要件の判定に当たり減収の算定における事業収入には含まれま
せん。
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No 大項目 小項目 問合せ内容 回答

34 1 制度内容 4 支給要件
国・県・市町村の補助金は、減収の算定
において事業収入に含まれますか？

通常の事業活動により発生する収入ではないものと認められることか
ら、支給要件の判定に当たり減収の算定における事業収入には含まれま
せん。

35 1 制度内容 4 支給要件

国・県・市町村からの委託事業は、減収
の算定において事業収入に含まれます
か？

本来の事業活動における事業の実施に伴う収入と認められることから、
減収の算定における事業収入に含まれます。

36 2 申請手続 1 申請方法

同一人物が複数の法人の代表取締役です
が、支援金は法人ごとに申請できます
か？

支給要件に該当する場合、法人ごとに申請できます。

37 2 申請手続 1 申請方法 申請書類の提出先はどこになりますか？
主たる事業所の所在地を管轄する商工会議所、商工会又は青森県商工会
連合会となります。具体的な提出先は県のホームページで確認してくだ
さい。

38 2 申請手続 1 申請方法 申請方法は郵送のみですか？

感染症感染拡大防止の観点から原則として郵送としています。また、到
着確認のお問い合わせには応じかねるため、必要に応じて簡易書留など
郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。切手（送料は申請者負
担）を貼付の上、差出人の住所及び氏名を必ず記載してください。

39 2 申請手続 1 申請方法 持参による申請は可能ですか？ 感染症感染拡大防止の観点から原則として郵送としています。
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No 大項目 小項目 問合せ内容 回答

40 2 申請手続 2 申請書 申請書の様式はどこで入手できますか？

県庁のホームページからダウンロードしてください。
（インターネットで「青森県事業継続支援金」を検索）
なお、ホームページから印刷することができない場合は、県庁正面玄関
受付、お近くの県の合同庁舎、商工会議所及び商工会の窓口でも入手す
ることができます。
なお、商工会議所及び商工会の窓口は平日のみとなります。

41 2 申請手続 2 申請書
土日・祝日の場合、どこで申請書を入手
できますか？

県庁のホームページからのダウンロードのほか、県の合同庁舎（青森市
内は県庁正面受付（休日は夜間入口から入館可））で入手できます。な
お、土日・祝日は、商工会議所及び商工会では入手できません。

42 2 申請手続 2 申請書
申請書に押印する印鑑に決まりはありま
すか？

法人にあっては登記所（法務局）で登録した実印（代表者印）、個人事
業主にあっては認印を押印してください。

43 2 申請手続 2 申請書
法人番号がわかりません。どのようにし
て調べればいいですか？

法人番号は国税庁の法人番号公表サイトで、名称や所在地などから検索
することができます。
https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/

44 2 申請手続 2 申請書 代理の名義での申請は可能ですか？
法人（代表者）、個人事業者ともに、本人名義による申請のみとなりま
す。

45 2 申請手続 2 申請書

青森県以外にも事業拠点がありますが、
「１．申請者」の「常時使用する従業員
の数」は法人全体又は青森県の事業所の
人数のどちらを記載するのですか？

法人全体の人数を記載してください、
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46 2 申請手続 2 申請書

青森県以外にも事業所がありますが、
「３．事業収入の情報」は、法人全体又
は青森県の事業所のみの売上高のどちら
を記載するのですか？

本店又は主たる事業所が青森県内の場合は、法人全体の売上高を記載し
てください。本店又は主たる事業所が青森県外の場合は、青森県内の事
業所分のみの売上高を記載してください。

47 2 申請手続 3 必要書類

確定申告書類の控えに収受日付がない場
合やe-Taxの場合はどうすればいいです
か？（法人）

＜法人の場合＞
【原則】
 確定申告書別表一の控には収受日付印が押印されていること、e-Taxに
よる申告の場合は「受信通知」を添付することが必要です。
【例外】
収受日付印又は受信通知のいずれも存在しない場合には、「税理士作成
による納税申告証明書類」を提出することで代替することができます。

48 2 申請手続 3 必要書類

税の申告の確認書類について、確定申告
書類の控えに収受日付がない場合やe-
Taxの場合はどうすればよいでしょう
か？（個人事業主）

＜個人事業主の場合＞
【原則】
 確定申告書第一表の控えには収受日付印が押印（税務署においてe-Tax
により申告した場合は、受付日時が印字）されていること、e-Taxによ
る申告の場合は「受信通知」を添付することが必要です。
【例外1】
 収受日付印（税務署においてe-Taxにより申告した場合は、受付日時の
印字）又はe-Taxの「受信通知」のいずれも存在しない場合には、収受
日付のない確定申告書控えの写しに加えて、「納税証明書（その２所得
金額用）」を追加提出してください。
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49 2 申請手続 3 必要書類

営業により得た事業収入の確認書類とし
て、消費税の申告書類での申請は可能で
すか？

営業により得た事業収入の確認書類として、消費税の申告書類はお使い
いただけません。法人の場合には法人税の確定申告書別表一など、個人
事業者の場合には所得税の確定申告書第一表を証拠書類として提出して
ください。

50 2 申請手続 3 必要書類

個人事業主で所得税の青色申告を行って
いますが、2019年（2020年）の事業収入
が確認できる書類は何を提出すればいい
ですか？

税務署の収受日付印がある、2019年（2020年）分の所得税青色申告決算
書（Ｐ１～２）の写しを提出してください。
青色申告を行っていても青色申告決算書を提出していない事業者、又
は、青色申告決算書に月別事業収入を記載していない事業者は、税務署
の収受日付印がある2019年（2020年）分の所得税の確定申告書第一表の
写しを提出してください。
いずれも税務署の収入日付印がない場合は、以下のいずれかを提出して
ください。
・電子申告：収受日付印がない確定申告書の写しに加えて、受信通知を
印字したものを追加提出
・その他①：税理士作成による2019年（2020年）の年間事業収入を証明
する書類（様式自由）
・その他②：上記のいずれも提出できない場合は、売上台帳や手書きの
売上帳など2019年（2020年）の確定申告の基礎となる書類

10 ページ



No 大項目 小項目 問合せ内容 回答

51 2 申請手続 3 必要書類

個人事業主で白色申告を行っています
が、2019年（2020年）の事業収入が確認
できる書類は何を提出すればいいです
か？

所得税白色申告を行っている事業者は、税務署の収入日付印がある2019
年（2020年）分の所得税の確定申告書第一表の写しを提出してくださ
い。
税務署の収入日付印がない場合は、以下のいずれかを提出してくださ
い。
・電子申告：収入日付印がない確定申告書の写しに加えて、受信通知を
印字したものを追加提出
・その他①：税理士作成による2019年（2020年）の年間事業収入を証明
する書類（様式自由）
・その他②：上記のいずれも提出できない場合は、売上台帳や手書きの
売上帳など2019年（2020年）の確定申告の基礎となる書類

52 2 申請手続 3 必要書類

「電子申請（e-Tax）の場合は、受信通
知」を提出することとなっていますが、
具体的にどういった内容が記載されたも
のを提出する必要がありますか？

受信通知に記載された「電子申告の日時」と「受付番号」が確認できる
書類を提出してください。

53 2 申請手続 3 必要書類

申請にあたって誓約書が必要とのことで
すが、自分が作った様式で提出してもい
いですか？

誓約書は、県のホームページに掲載している様式を必ずご利用くださ
い。独自で作った様式での申請はお受けできません。

54 1 制度内容 4 支給要件
基準年の事業収入には、持続化給付金や
家賃支援給付金等は入りますか？

2020年度の国の持続化給付金、家賃支援給付金、その他新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受けた事業者に対する自治体独自の給付金の給付等
を受けた者については、基準年の合計事業収入の算定にあたり、これら
の給付額を除きます。
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No 大項目 小項目 問合せ内容 回答

55 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

事業継続計画書とはどのようなものです
か？

事業継続計画書は、事業者の新型コロナウイルス感染症の影響を受けて
いる現在の経営状況とそれに対応するための今後の取組など、事業者
が、今置かれている事業環境を踏まえ、今後どのように事業を継続して
いくのかを記載していただくものです。
様式に従って作成してください。

56 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

事業継続計画書に代わる書類はどのよう
なものですか？

次の書類を提出することで、事業継続計画書に代えることができます。
・金融機関から融資を受けていることを証明する書類の写し
・補助金の活用を証する書類の写し
・雇用調整助成金の支給決定通知書の写し
・あおもり飲食店感染防止対策認証書の写し
・国の一時支援金（月次支援金）の支給決定通知書の写し

57 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

融資の活用を証明する書類について、融
資はどのような融資でも良いのですか？

令和２年２月１日以降に借入している、運転資金又は設備資金などの事
業資金の融資に限ります。
＜融資の例＞
・日本政策金融公庫の融資（マル経融資等）
・株式会社商工組合中央金庫の融資
・青森県特別保証融資制度
・県内市町村の制度融資
・その他金融機関（銀行、信用金庫、信用組合、農業協同組合、
漁業協同組合、農林中央金庫）の融資

58 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

補助事業等の活用を証明する書類につい
て、どのような補助金が対象ですか？

国、県、市町村、（公財）２１あおもり産業総合支援センターが実施し
た中小企業等の経営支援を目的とした補助事業等が対象となります。
対象となる補助金の詳細は、
県のＨＰ
https://www.pref.aomori.lg.jp/sangyo/shoko/jigyokeizoku_shienkin
.htmlを参照）　をご覧ください

12 ページ



No 大項目 小項目 問合せ内容 回答

59 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

雇用調整助成金とはどのようなものです
か？

雇用調整助成金とは、国が実施している制度で、経済上の理由により事
業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対して一時的に休業
等を行い、労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当相当額等を助
成するものです。

60 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

飲食店感染症防止対策認証とはどのよう
なものですか？

県では、飲食店における新型コロナウイルス感染症の感染防止対策の徹
底を図るため、県の定める認証基準に基づき、感染防止対策を適切に実
施する飲食店を認証しています。 認証した飲食店については、認証ス
テッカーを交付し、県のホームページで公表しています。

61 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

事業継続計画書の確認はどのように行わ
れるのでしょうか？

事業継続計画書の内容に基づき登録確認機関と面談し、ヒアリングを受
けること等により確認されるものです。面談については、オンラインで
の面談も含まれます。

62 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

登録確認機関による事業継続計画書の確
認は必ず必要なものでしょうか？

今後に向けて具体性を持った事業継続意思の確認をするために作成して
いただくものであり、融資や補助金、雇用調整助成金、一時支援金、月
次支援金を受けていない、又は県の飲食店感染防止対策認証を取得して
いない場合は必ず必要です。ただし、商工会議所又は商工会の会員の場
合は、確認機関による確認は不要ですので、作成した事業継続計画書を
申請書にそのまま添付してください。

63 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

事業継続計画書の確認を受けるにはどの
ようにすればよいでしょうか？

原則として、確認機関に電話予約を行った上で、持参（又は郵送）によ
り確認を受けてください。

64 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類

事業継続計画書の確認には費用が掛かる
でしょうか？

事業継続計画書の確認に関する業務については、県において登録確認機
関に対する費用を負担することから費用は発生しません。ただし、支援
金に関する事業継続計画書の確認業務以外の業務については、この限り
ではありません。

13 ページ



No 大項目 小項目 問合せ内容 回答

65 2 申請手続 4
事業継続意
思確認書類 登録確認機関はどこか。

最新の登録確認機関は、県のＨＰ
https://www.pref.aomori.lg.jp/sangyo/shoko/jigyokeizoku_shienkin
.htmlを参照してください。

66 3 支給関係 1 時期

支援金は申請から支給までどのくらい時
間がかかりますか？
また、支給日は通知されますか？

申請書類の内容を審査・確認し、適正と認められるときは、必要な書類
が揃ってから２週間程度で事業継続支援金を支給します。
申請書等に不備がある場合は更に時間を要しますので、申請の際は内容
のご確認をお願いします。また、申請が集中した際は、更に時間を要す
る場合がありますので、ご了承ください。
なお、支給が決定した場合は支給決定通知を、不支給が決定した場合は
不支給決定通知を、それぞれ送付します。

67 3 支給手続 3 振込口座
個人事業主ですが、代表者以外の振込口
座を指定することは可能ですか？

代表者本人以外の振込口座は指定できません。

68 3 支給手続 3 振込口座
申請（法人）について、振込先を代表者
の個人名義口座にしてもいいですか？

法人名義の口座で申請してください。

69 3 支給手続 3 振込口座
振込先について、指定できない金融機関
はありますか？

全国銀行協会に加盟している金融機関は全て振込先に指定できます（同
協会に加盟していない海外の金融機関等は指定できません）。その他、
県内の信用金庫、信用組合等も指定できます。

70 3 支給手続 3 振込口座

交付申請書に添付することとなっている
通帳の写しについて、ネットバンキング
であるため紙媒体の通帳がありません。
この場合、どうすればいいですか？

電子通帳（Web通帳）等、で、紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳等
の画面等の画像のコピーを提出してください。同様に当座口座で紙媒体
の通帳がない場合も、電子通帳等の画像のコピー等、「銀行名・支店
名」、「口座種別」、「口座番号」、「口座名義人（カタカナ）」が確
認できるものを提出してください。
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